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知多市告示第３８号 

 知多市住居確保給付金事業実施要綱（平成２８年知多市告示第５２号）の全部を

改正する。 

  令和７年３月２８日 

                        知多市長 宮 島 壽 男 

 

  知多市住居確保給付金事業実施要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、生活困窮者自立支援法（平成２５年法律第１０５号。以下

「法」という。）第３条第３項に規定する生活困窮者住居確保給付金（以下「住

居確保給付金」という。）を支給する事業（以下「本事業」という。）について、

法、生活困窮者自立支援法施行令（平成２７年政令第４０号）及び生活困窮者自

立支援法施行規則（平成２７年厚生労働省令第１６号。以下「規則」という。）

に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（本事業の目的） 

第２条 本事業は、経済的に困窮し、住宅を喪失した者又は喪失するおそれのある

者に対し、住居確保給付金を支給することにより、これらの者の住宅及び就労機

会の確保に向けた支援を行うことを目的とする。 

 （用語の定義） 

第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

 (1) 主たる生計維持者 自らの労働により賃金を得て、主として世帯の生計を維

持する者をいう。 

 (2) 常用就職 期間の定めがない労働契約又は期間の定めが６月以上の労働契約

に基づく就職であって規則で定めるものをいう。 

 (3) 住宅扶助基準に基づく額 「生活保護法による保護の実施要領について」

（昭和３８年４月１日社発第２４６号厚生省社会局長通知）第７－４－（１）

－ア、第７－４－（１）－オ及び「生活保護法による保護の実施要領の取り扱
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いについて」（昭和３８年４月１日社保第３４号厚生省社会局保護課長通知）

第７－５６に基づく限度額をいう。 

 (4) 家賃額 住居確保給付金の支給を申請した者（以下「申請者」という。）又

は住居確保給付金の支給を受ける者（以下「受給者」という。）が賃借する住

宅の１月当たりの家賃額をいうものとする。ただし、住宅扶助基準に基づく額

を上限とし、共益費、管理費等の費用を含まないものとする。 

 (5) 国の雇用施策による給付 職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援

に関する法律（平成２３年法律第４７号）第７条に規定する職業訓練受講給付

金の支給をいう。 

 (6) 不動産媒介業者等 不動産媒介業者、貸主又は貸主から委託を受けた事業者

をいう。 

 (7) 自立相談支援機関 法第４条第１項に規定する生活困窮者自立相談支援事業

について、知多市（以下「市」という。）が委託している団体をいう。 

(8) 公共職業安定所等 公共職業安定所又は職業安定法（昭和２２年法律第１４

１号）第４条第９項に規定する特定地方公共団体若しくは同条第１０項に規定

する職業紹介事業者であって地方公共団体の委託を受けて無料の職業紹介を行

う者をいう。 

(9) 経営相談先 よろず支援拠点、商工会議所、商工会等の公的な経営相談先を

いう。 

(10) 自立に向けた活動 給与以外の業務上の収入を得る機会の増加を図る取組を

行うことが当該申請者の自立の促進に資すると認められる者が、経営相談先の

助言を受けて作成した、自立に向けた活動計画に基づき取り組む活動をいう。 

 （事業主体） 

第４条 本事業の実施主体は、市とする。 

２ 本事業の相談、受付、受給中の面談等の業務については、自立相談支援機関に

おいて実施するものとする。 

３ 支給申請に係る審査、決定及び支給の事務は、市が行うものとする。 

  （支給対象者） 

第５条 支給対象者は、支給申請時に次の各号のいずれかに該当する者とする。  
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(1) 離職又は自営業を廃止（以下「離職等」という。）した者で、次のアからカ

までのいずれにも該当するもの 

  ア 申請日において離職等の日から２年以内の者（今後離職する場合であって、

離職等により申請日の属する月の翌月からオで定める収入基準額に該当する

ことについて、提出資料等により申請者が当該事実を証明することが可能な

ときを含む。）であること。ただし、当該期間に、疾病、負傷、育児その他

市がやむを得ないと認められる事情により引き続き３０日以上求職活動を行

うことができなかった場合は、当該事情により求職活動を行うことができな

かった日数を２年に加算した期間とするものとし、その加算された期間が４

年を超えるときは、４年とする。 

  イ 離職等の日において、その属する世帯の主たる生計維持者であったこと

（離職等の時においては主たる生計維持者ではなかったが、その後離婚等に

より申請時においては主たる生計維持者となっている場合を含む。）。 

  ウ 公共職業安定所等に求職の申込みをし、誠実かつ熱心に常用就職を目指し

た求職活動を行うこと。 

エ 経済的に困窮し、住宅を喪失していること又は喪失するおそれがあること。 

オ 申請日の属する月における申請者及び申請者と同一の世帯に属する者の収

入の合計額（以下「世帯収入」という。）が、基準額（収入額（市民税の均

等割が非課税となる所得額に給与所得控除額を加えて得た額（千円未満の端

数が生じる場合は、当該端数を切り捨てた額）に１２分の１を乗じて得た額

をいう。以下同じ。））に申請者の居住する賃貸住宅の家賃額を合算した額

（以下「収入基準額」という。）以下であること。（申請日の属する月の世

帯収入が収入基準額を越えている場合であって、離職等、雇用保険の失業等

給付の終了、収入の減少、他の雇用施策の支援の終了等により、申請日の属

する月の翌月世帯収入が収入基準額を超えなくなることについて、提出書類

等により申請者が当該事実を証明することが可能なときを含む。）。 

カ 市内に居住又は新たに住宅を賃借するものであること。 

(2) 就業している個人の給与その他の業務上の収入を得る機会が当該個人の責め

に帰すべき理由又は当該個人の都合によらないで減少し、当該個人の就労の状
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況が離職等の場合と同程度の状況（以下「離職等の場合と同程度の状況」とい

う。）にある者で、次のアからカまでのいずれにも該当するもの 

ア 申請日の属する月において離職等の場合と同程度の状況にある者であるこ

と。 

イ 申請日の属する月において、その属する世帯の主たる生計維持者であるこ

と。 

ウ 公共職業安定所等に求職の申込みをし、誠実かつ熱心に常用就職を目指し

た求職活動を行うこと。ただし、自立に向けた活動を行うことが自立の促進

に資すると認められる場合は、申請の属する月から起算して３月間（第２４

条の規定を満たす場合は６月間）に限り当該活動をもって、求職活動要件に

代えることができる。 

エ 経済的に困窮し、住宅を喪失していること又は喪失するおそれがあること。 

オ 申請日の属する月における世帯収入が、収入基準額以下であること。（申

請日の属する月の世帯収入が収入基準額を越えている場合であって、離職等、

雇用保険の失業等給付の終了、収入の減少、他の雇用施策の支援の終了等に

より、申請日の属する月の翌月世帯収入が収入基準額を超えなくなることに

ついて、提出書類等により申請者が当該事実を証明することが可能なときを

含む。）。 

カ 市内に居住又は新たに住宅を賃借するものであること。 

(3) 世帯収入が、当該個人と同一の世帯に属する者の死亡又は当該個人若しくは

当該個人と同一の世帯に属する者の離職若しくは休業等により著しく減少した

者で、次のアからオまでのいずれにも該当するもの 

ア 申請日の属する月において、収入が著しく減少した月から２年以内である

こと。 

イ 申請日の属する月において、その属する世帯の主たる生計維持者であるこ

と）。 

ウ 生活困窮者家計改善支援事業又は生活困窮者自立相談支援事業における家

計に関する相談支援において、その家計の改善のために次の(ｱ)又は(ｲ)に掲

げるいずれかの事由により新たな住居の確保が必要であり、かつ、その費用
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の捻出が困難であると認められること。 

 (ｱ) 新たな住居の確保に伴い生活困窮者が賃借する住宅の１月当たりの家賃

額（当該生活困窮者が持家である住宅その他の当該生活困窮者が賃借する

住宅以外の住宅に居住している場合又は住居を持たない場合は、その居住

の維持又は確保に要する費用の額。(ｲ)において同じ。）が減少し、家計

全体の支出の削減が見込まれること。 

 (ｲ) 新たな住居の確保に伴い生活困窮者が賃借する住宅の１月当たりの家賃

の額が増加するが、新たな住居の確保に伴うその他の支出の削減により家

計全体の支出の削減が見込まれること。 

  エ 申請日の属する月における世帯収入が、収入基準額以下であること。（申

請日の属する月の世帯収入が収入基準額を越えている場合であって、離職等、

雇用保険の失業等給付の終了、収入の減少、他の雇用施策の支援の終了等に

より、申請日の属する月の翌月世帯収入が収入基準額を超えなくなることに

ついて、提出書類等により申請者が当該事実を証明することが可能なときを

含む。）。 

オ 市内に居住し、転居するものであること。 

２ 前項に規定する世帯収入の算定は、次に掲げるところによる。 

 (1) 給与収入の場合は、社会保険料等を控除する前の事業主が支給する総支給額

（交通費支給額を除く。）とし、自営業の場合は、事業収入（経費を差し引い

た控除後の額）をもって収入の額とする。 

 (2) 借入金、退職金、公的給付等のうち臨時的に給付されるもの、児童扶養手当

等の各種手当、奨学金等の特定の目的のために支給されるもの及び生命保険等

の各種保険金は、収入でないものとみなす。 

 (3) 申請日の属する月の収入が確実に推計できる場合はその額によることとし、

毎月の収入額に変動がある場合は収入の確定している直近３か月間の収入額の

平均に基づいて推計する。 

 (4) 雇用保険の失業等給付、公的年金及び親族等からの継続的な仕送りは、収入

とみなす。 

 (5) 同一の世帯に属する者とは、同居しており、かつ、生計を一にする親族（民
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法（明治２９年法律第８９号）第７２５条に規定する親族及び内縁関係にある

者をいう。）をいう。 

 (6) 原則２２歳以下かつ学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に規定する高等

学校、中等教育学校、特別支援学校、大学（大学院及び専門職大学院を除

く。）、短期大学、専門職大学、高等専門学校又は専修学校に就学中の子の収

入は、収入でないものとみなす。 

３ 申請日における申請者及び申請者と同一の世帯に属する者の所有する金融資産

の合計額が基準額に６を乗じて得た額（当該額が１００万円を超える場合にあっ

ては１００万円）以下であること。 

４ 地方自治体等が実施する住居を喪失した離職者に対する類似の給付を、申請者

及び申請者と同一の世帯に属する者が受けていないこと。ただし、これらの給付

が終了した後、なお支援が必要な場合は、この限りでない。 

５ 申請者及び申請者と同一の世帯に属する者のいずれもが、暴力団員による不当

な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定す

る暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこと。 

 （求職活動等要件） 

第６条 第５条第１項第１号及び第２号に規定する支給対象者は、支給期間中に次

に掲げる常用就職に向けた求職活動又は自立に向けた活動を行うものとする。 

(1) 常用就職に向けた求職活動を行う支給対象者 

ア 月４回以上、自立相談支援機関の面接等の支援を受けること。 

イ 月２回以上、公共職業安定所又は地方公共団体が設ける公的な無料職業紹介 

で職業相談を受けること。 

ウ 原則週１回以上、求人先へ応募を行う、又は求人先の面接を受けること。 

(2) 自立に向けた活動を行う支給対象者 

ア 月４回以上、自立相談支援機関の面接等の支援を受けること。 

イ 原則月１回以上、経営相談先で面談等の支援を受けること。 

ウ 経営相談先の助言等のもと、自立に向けた活動計画を作成し、月１回以上、

当該計画に基づく取組を行うこと。 

２ 原則として自立相談支援機関は、住居確保給付金の申請を受けて、支給対象者
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に対し知多市生活困窮者自立相談支援事業（以下「自立相談支援事業」とい

う。）によるアセスメントを行い、その結果に基づき自立支援計画（以下「プラ

ン」という。）を策定するものとする。 

３ プラン策定において、支給対象者の離職理由、離職期間、資格の有無等を総合

的に勘案し、支給対象者の状況に応じた適切な就労支援を選択するものとする。 

 （支給額等） 

第７条 住居確保給付金の支給額は、次の各号に定める額とする。 

 (1) 第５条第１項第１号及び第２号に規定する者 

  家賃額に相当する額とする。ただし、世帯収入が基準額を越える場合について

は、申請者が居住する住宅の実際の家賃から当該月の世帯収入と基準額の差額を

引いた額を支給額（当該額に１００円未満の端数が生じる場合は、当該端数を切

り上げた額）とする。 

 (2) 第５条第１項第３号に規定する者 

新たな住居の確保に要する費用（新たに確保する住居が所在する市町村（特別

区を含む。）における住宅扶助基準に基づく額に３を乗じて得た額（これにより

がたいときは別に厚生労働大臣が定める額）を上限とする。）とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、住居喪失のおそれのある者であってその家賃額が住宅扶助

基準に基づく額を超えるものに係る支給額は、住宅扶助基準に基づく額を上限とする。

 （支給期間等） 

第８条 第５条第１項第１号及び第２号に規定する者の住居確保給付金の支給は、

次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める家賃額相当分から開始する。 

 (1) 新規に住宅を賃借する者 入居契約に際して初期費用として支払を要する家

賃の翌月以降の家賃額相当分 

 (2) 現に住宅を賃借している者 支給申請日の属する月に支払う家賃額相当分 

２ 第５条第１項第１号及び第２号に規定する支給対象者は、住居確保給付金を申

請月より前の月に係る家賃へ充当してはならない。 

 （支給方法） 

第９条 住居確保給付金の支給は、次の各号に定める方法とする。 

(1) 第５条第１項第１号及び第２号に規定する者 
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支給決定後、市から月ごとに支給するものとし、不動産媒介業者等の口座に振

り込むものとする。ただし、受給者が次のアからウの方法により賃料を支払うこ

ととなっている場合であって、市が特に必要と認める場合は、支給対象者の口座

等へ支給することができるものとする。 

ア クレジットカードを使用する方法 

イ 賃貸住宅の賃借人の委託を受けて当該賃借人の家賃の支払に係る債務を保

証することを業として行う者が当該受給者に代わって当該債務の弁済をする

方法 

ウ 納付書により納付する方法 

(2) 第５条第１項第３号に規定する者 

支給決定後、市から支給するものとし、次のア及びイの費用の区分に応じ振り

込むものとする。 

ア 転居先の住宅に係る初期費用 

不動産媒介業者等の口座に振り込むものとする。ただし、受給者が次の(ｱ)及

び(ｲ)の方法により賃料を支払うこととなっている場合であって、市が特に必要

と認める場合は、支給対象者の口座等へ支給することができるものとする。 

(ｱ) クレジットカードを使用する方法 

(ｲ) 納付書により納付する方法 

イ 転居先の住宅に係る初期費用以外の費用 

 不動産媒介業者等の口座又は支給対象者の口座等に振り込むものとする。 

 （関係機関との連携等） 

第１０条 自立相談支援機関は、支給対象者の状況等について情報共有する等、公

共職業安定所、知多市社会福祉協議会その他の関係機関との連携を緊密に行うも

のとする。 

２ 自立相談支援機関は、住居確保給付金の各決定について、当該不動産媒介業者

等、公共職業安定所、知多市社会福祉協議会（貸付を受けている場合に限る。）

その他の関係機関に決定通知書の写しを送付して情報提供するものとする。 

 （面接相談等） 

第１１条 自立相談支援機関は、住居を喪失した者又は住居喪失のおそれのある者
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に対し、住居確保給付金の趣旨、概要等及び雇用施策や社会福祉協議会による生

活福祉資金貸付事業等の関係事業の概要を説明するとともに、必要に応じて雇用

施策の詳細等に係る公共職業安定所での相談について助言し、国の雇用施策によ

る給付の対象要件に該当する場合は、優先して申請を促すものとする。 

２ 自立相談支援機関は、住居を喪失した者又は住居喪失のおそれのある者が住居

確保給付金の申請を希望する場合は、支給対象者の要件、手続の流れ等を説明す

るものとする。 

 （支給申請の受付） 

第１２条 自立相談支援機関は、受給希望者に対し、住居確保給付金申請時確認書

（家賃補助）（第１号様式）又は住居確保給付金申請時確認書（転居費用補助）

（第２号様式）について説明し、誓約事項及び同意事項の全部について承諾した

上で申請することについて署名を得るものとする。 

２ 自立相談支援機関は、受給希望者に対し、生活困窮者住居確保給付金支給申請

書（第３号様式。以下「申請書」という。）への必要事項の記載等について助言

するものとする。 

３ 受給希望者は、申請書に添付書類等を添えて、自立相談支援機関に提出するも

のとする。 

４ 自立相談支援機関は、次条第１号に定める本人確認書類を確認の上、不適正受

給が疑われる場合等明らかに支給要件に該当しない場合を除き、申請を受け付け

るものとする。ただし、添付書類等が整っていない場合には、必要書類の追加提

出を指示するものとする。 

５ 自立相談支援機関は、提出された申請書に担当印を押印し、申請者にその写し

を交付するとともに、住居を喪失した者に対しては入居予定住宅に関する状況通

知書（家賃補助）（第４号様式。以下「予定住宅状況通知書（家賃補助）」とい

う。）又は（転居費用補助）（第５号様式。以下「予定住宅状況通知書（転居費

用補助）」という。）を配布し、住居喪失のおそれのある者に対しては入居住宅

に関する状況通知書（第６号様式。以下「住宅状況通知書」という。）を配布す

る。 

６ 自立相談支援機関は、申請書及び全ての添付書類が提出された時点で受付印を
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押印し、市に送付する。 

 （添付書類等） 

第１３条 申請者が申請書に添えて提出する書類等は、次に掲げるものとする。 

 (1) 本人確認書類 運転免許証、個人番号カード（表面）、住民基本台帳カード、

旅券、各種福祉手帳、健康保険証、住民票又は戸籍謄本（抄本）のうちいずれ

かの写し 

 (2) 離職関係書類 当該状況が確認できる書類の写し 

 (3) 収入関係書類 申請者及び申請者と同一の世帯に属する者のうち収入がある

ものについて申請日の属する月の収入が確認できる書類の写し 

 (4) 金融資産関係書類 申請者及び申請者と同一の世帯に属する者の金融機関の

通帳等の写し 

 (5) 住居確保給付金要転居証明書（第７号様式） 

 （公共職業安定所等への求職申込み及び国の雇用施策等の利用状況の確認） 

第１４条 自立相談支援機関又は申請者は、次の各号に掲げる区分に応じて確認を

行う。 

(1) 公共職業安定所等での求職活動を行う申請者 

ア 自立相談支援機関は、公共職業安定所等への求職申込みを行っていない申

請者に対し、申込みを指示するものとする。 

イ 自立相談支援機関は、申請者に対し必要書類への求職番号又は地方公共団

体が設ける公的な無料職業紹介の窓口の記載を指示するものとする。 

ウ 国の雇用施策等（雇用保険及び職業訓練受講給付金）の利用状況について

は、申請者の申告によるものとする。ただし、自立相談支援機関は、必要に

応じ、公共職業安定所等に対し、求職申込み・雇用施策利用状況確認票（第

８号様式）により確認を依頼することができる。 

(2) 自立に向けた活動を行う申請者 

ア 自営業者で経営改善の意欲がある場合、経営相談先の役割について確認の上、

相談者又は自立相談支援機関は、経営相談先において継続的な経営相談を受

ける前の事前相談を受ける。 

イ 自立相談支援機関は、事前相談の内容に応じて、経営相談先への相談申込 
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みを指示する。 

ウ 申請者は、経営相談の申込みを行った経営相談先を住居確保給付金申請時 

確認書（第１号様式）へ記載し、自立相談支援機関に提出する。 

エ 申請者は、経営相談先から公共職業安定所等での求職活動等を行うことが

適当と助言等を受けた場合、当該助言等を自立相談支援機関に報告し、自立

相談支援機関は、公共職業安定所等での求職活動を行うよう申請者に指示の

上、前号による確認を行うものとする。 

 （住居の確保及び賃貸住宅の貸主等との調整） 

第１５条 住居の確保及び賃貸住宅の貸主等との調整は、次に定めるところにより

行うものとする。 

 (1) 申請者が住居を喪失した者の場合 

  ア 自立相談支援機関は、申請者に対し、不動産媒介業者等の情報を提供する

等、住宅確保のための支援を行う。 

  イ 申請者は、交付された申請書の写しを不動産媒介業者等に提示して、当該

不動産媒介業者等を介して住宅を探し、住居確保給付金の支給決定等を条件

に入居可能な住宅を確保する。ただし、入居する賃貸住宅は住宅扶助基準額

に基づく額以下の家賃額のものに限ることとする。 

  ウ 不動産媒介業者等は、申請者の入居希望の住宅が確定した後に、申請者が

持参した予定住宅状況通知書に必要事項を記載して申請者に交付する。 

  エ 申請者は、交付を受けた予定住宅状況通知書を市に提出する。 

 (2) 申請者が住居喪失のおそれのある者の場合 

  ア 申請者は交付された申請書の写しを不動産媒介業者等に提示して、必要事

項を記載した住宅状況通知書の交付を受ける。 

  イ 申請者は、交付を受けた住宅状況通知書に賃貸住宅に関する賃貸借契約の

写しを添付して自立相談支援機関に提出する。 

  ウ 申請者のうち、代理受納によらず、クレジットカードを使用する方法、賃

貸住宅の貸借人の委託を受けて当該賃借人の家賃の支払に係る債務を保証す

ることを業として行う者が当該受給者に代わって当該債務の弁済をする方法

若しくは納付書により納付する方法により賃料を支払う場合は、これらの方
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法で支払っていることが確認できるものを自立相談支援機関に提出する。 

 （審査） 

第１６条 市は、提出された申請書類等に基づき支給申請の審査を行うものとする。 

２ 収入要件又は資産要件の審査に当たっては、必要に応じ法第２２条に基づき、

官公署に対し必要な文書の閲覧若しくは資料の提供を求め、又は銀行、信託会社

その他の機関若しくは申請者の雇用主であった者に対し報告を求めることができ

る。 

３ 市は、審査の結果、申請内容が適正であると判断された申請者に対して、当該

申請者が住居を喪失した者である場合は、自立相談支援機関を経由して住居確保

給付金支給対象者証明書（家賃補助）（第９号様式。以下「対象者証明書（家賃

補助）」という。）又は住居確保給付金支給対象者証明書（転居費用補助）（第

１０号様式。以下「対象者証明書（転居費用補助）」という。）を交付するもの

とする。この場合において、自立相談支援機関は、住居確保報告書（第１１号様

式）を配布するものとする。 

４ 審査の結果、住居確保給付金の支給が認められないと判断された申請者に対しては、

不支給の理由を明記の上、自立相談支援機関を経由して住居確保給付金不支給通知書

（第１２号様式）を交付する。自立相談支援機関は不動産媒介業者等にも不支給の旨を

連絡する。 

 （住居を喪失した者の住宅の賃貸借契約の締結） 

第１７条 住居を喪失した者は、予定住宅状況通知書の交付を受けた不動産媒介業

者等に対し、対象者証明書を提示し、予定していた住宅の賃貸住宅に関する賃貸

借契約（借地借家法（平成３年法律第９０号）の保護の対象となる賃貸借契約又

は定期賃貸契約に限る。）を締結するものとする。 

２ 前項の賃貸借契約を締結する際、社会福祉協議会が貸付を行う総合支援資金の

うち住居入居費の貸付申込みを行っている者は、その申請書の写しも提示するも

のとする。この場合において、当該契約は、原則として停止条件付契約（初期費

用となる貸付金が振り込まれたことが確認された日をもって効力が発生する契約

をいう。）となる。 

３ 住居を喪失した者は、入居日から７日以内に住宅確保報告書に賃貸住宅に関す



 － １３ －  

る賃貸借契約の写し及び新住所における住民票の写しを添付し、自立相談支援機

関を経由して市に提出するものとする。 

 （支給決定等） 

第１８条 市は、支給決定後、申請者に自立相談支援機関を経由して住居確保給付

金支給決定通知書（家賃補助）（第１３号様式）又は住居確保給付金支給決定通

知書（転居費用補助）（第１４号様式）を交付し、併せて自立相談支援機関は常

用就職届（第１５号様式）、公共職業安定所等における職業相談を確認する書類

として、職業相談確認票（第１６号様式）、受給中の求職活動状況を確認する書

類として、求職活動状況報告書（第１７号様式）を配付するものとする。 

２ 自立相談支援機関は、住居確保給付金の支給決定について、当該不動産媒介業

者等、公共職業安定所、市社会福祉協議会（総合支援資金の貸付を受けている場

合に限る。）その他の関係機関に決定通知書の写しを送付し情報提供を行うもの

とする。 

３ 自立相談支援機関は、必要に応じて受給者の住宅を訪問し、居住の実態を確認

するとともに、居住環境及び生活面の指導を行うものとする。 

 （求職活動状況の報告） 

第１９条 受給者は、第６条第１項第１号イに規定する活動を行う時は、職業相談

確認票を持参し、公共職業安定所等の確認印を受けるものとし、同号ウに規定す

る活動を行った場合は、求職活動状況報告書（第１７号様式）に活動内容を記載

するものとする。 

２ 受給者は、第６条第１項第２号イ及びウに規定する活動を行った場合は、自立

に向けた活動状況報告書（第１８号様式）に活動内容を記載するものとする。 

３ 受給者は、求職活動状況を第６条第１項第１号及び第２号に規定する面接を受

ける際に前２項の活動状況を報告するものとし、自立相談支援機関は内容を確認

し常用就職等に向けた支援を行うものとする。 

４ 自立相談支援機関は、活動状況を市に報告するものとする。 

 （常用就職及び就労収入の報告） 

第２０条 受給者は、支給決定後に常用就職したときは、常用就職届を自立相談支

援機関に提出するものとする。 
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２ 受給者は、報告を行った月以降は、収入額を確認することができる書類を提出

するものとする。 

３ 自立相談支援機関は、受給者から常用就職及び就労収入の報告を受けた際は、

遅滞なく市に報告するものとする。 

 （支給額の変更） 

第２１条 原則として、住居確保給付金受給期間中の支給額の変更は、行わないも

のとする。ただし、次の各号に掲げる場合に限り、受給者からの変更申請があっ

たときは、住宅扶助基準に基づく額の範囲内で支給額の変更を行うものとする。 

 (1) 住居確保給付金の支給対象賃貸住宅の家賃額が変更された場合 

 (2) 家賃の一部支給による支給の場合において、受給期間中に収入が減少した結

果、基準額を下回ったとき。 

 (3) 借主の責によらず転居せざるを得ない場合又は市の指導により本市内での転

居が適当である場合 

２ 支給額の変更をしようとする受給者は、住居確保給付金変更支給申請書（家賃

補助）（第１９号様式）又は住居確保給付金変更支給申請書（転居費用補助）

（第２０号様式）を市に提出するものとする。 

３ 市は、変更を決定したときは、自立相談支援機関を経由して住居確保給付金変

更支給決定通知書（家賃補助）（第２１号様式）又は住居確保給付金変更支給決

定通知書（転居費用補助）（第２２号様式）を受給者に交付した上で、支給額を

変更するものとする。 

 （支給の停止及び再開） 

第２２条 受給者が住居確保給付金を受給中に、第５条第１項第１号アの理由によ

り、第６条に定める求職活動を行うことができなかった場合、本人からの申請に

より、支給を停止するものとする。 

２ 心身の回復等により求職活動を再開できるときは、支給を再開するものとする。

ただし、支給期間は、停止前の受給期間も含め最長９月とする。 

３ 前２項の支給停止及び再開の手続等は、次に定めるところにより行うものとする。 

(1) 住居確保給付金の停止を希望する受給者は、自立相談支援機関を経由して、

住居確保給付金支給停止届（第２３号様式）を市に提出する。 
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(2) 市は、自立相談支援機関を経由して、住居確保給付金支給停止通知書（第２

４号様式）を当該受給者に交付する。 

(3) 自立相談支援機関は、停止期間中、原則として月1回、当該受給者から面談、

電話、電子メール等により、体調及び生活の状況について報告を受けるととも

に、求職活動を再開する意思について確認を行う。 

(4) 求職活動を再開することを要件として支給の再開を希望する受給者は、自立

相談支援機関を経由して、住居確保給付金支給再開届（第２５号様式）を市に

提出する。 

(5) 市は、自立相談支援機関を経由して、住居確保給付金支給再開通知書（第２

６号様式）を当該受給者に交付する。 

（支給の中止） 

第２３条 次の各号のいずれかに該当した場合は、市は、住居確保給付金の支給を

当該各号に定めるところにより中止するものとする。 

 (1) 受給者が誠実かつ熱心に求職活動を行わない場合又は就労支援に関する市の

指示に従わない場合又は第６条による求職活動要件等を満たさない場合 原則

として当該事実を確認した日の属する月の家賃額相当分から支給を中止する。 

 (2) 申請者又は受給者が常用就職し、又は受給者の給与その他業務上の収入を得

る機会が増加し、就労に伴い得られた収入が基準額を超えた場合 原則として

基準額を超える収入が得られた月の支給から中止する。ただし、収入に変動が

ある等で１か月の収入では判断できない場合は、２か月目の収入の確認後、中

止の判断をすることができる。 

 (3) 受給者が常用就職したこと及びその就職による収入の報告を怠った場合 原

則として当該事実を確認した日の属する月の家賃額相当分から支給を中止する。 

 (4) 支給決定後、受給者が住宅から退去した場合（借主の責によらず転居せざる

を得ない場合又は市の指導により転居が適当である場合を除く。） 原則とし

て退去した日の属する月の翌月の家賃額相当分から支給を中止する。 

 (5) 支給決定後、虚偽の申請等不適切な受給に該当することが明らかになった者

直ちに支給を中止する。 

 (6) 受給者が禁固刑以上の刑に処せられた場合 直ちに支給を中止する。 
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 (7) 受給者又は受給者と生計を一にする同居の親族が暴力団と判明した場合 直

ちに支給を中止する。 

 (8) 受給者が生活保護を受給した場合 生活保護担当部局との調整の上、支給を

中止する。 

 (9) 前各号に掲げるもののほか、受給者の死亡等支給することができない事情が

生じた場合 直ちに支給を中止する。 

２ 市は、前項の規定により支給を中止した場合には、受給者に対して自立相談支

援機関を経由して住居確保給付金支給中止通知書（第２７号様式）を交付するも

のとする。 

 （住居確保給付金の支給期間の延長等） 

第２４条 支給期間中に受給者が常用就職及び就労自立できなかった場合であって、

引き続き住居確保給付金の支給が常用就職及び就労自立の促進に必要であると認

められる場合は、申請により３か月を限度に支給期間を２回まで延長することが

できる。ただし、当該受給中に誠実かつ熱心に求職活動要件等を満たし、かつ、

延長申請時に第５条（第１項第１号を除く。）の対象者要件を満たしている者に

限るとともに、その支給額は延長申請時の収入に基づいて第７条の規定により算

出した額とする。 

２ 受給者が支給期間の延長又は再延長を希望する場合（前条の規定により中止さ

れる場合を除く。）は、支給期間の最終の月の末日までに自立相談支援機関を経

由して住居確保給付金支給申請書（期間（再）延長）（第２８号様式）を市に提

出するものとする。 

３ 市は、当該者が受給期間中に求職活動等を誠実かつ熱心に行っていたか及び第

５条第１項各号（第１号を除く。）に定める対象要件に該当しているかを勘案の

上、第１項の規定による延長等の要件を満たすと判断された場合は、延長等の決

定を行い、自立相談支援機関を経由して住居確保給付金支給決定通知書（期間

（再）延長）（第２９号様式）を受給者に交付する。ただし、再延長期間におけ

る求職活動等については、全ての申請者において、第６条第１項第１号による公

共職業安定所等での求職活動を行うものとする。 

 （再支給） 
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第２５条 受給者が、住居確保給付金の受給期間又は受給期間の終了後に、常用就職

し、又は給与その他の業務上の収入を得る機会が増加した後、新たに解雇（本人

の責に帰すべき重大な理由による解雇を除く。）その他事業主の都合による離職、

廃業（本人の責に帰すべき重大な理由による解雇を除く。）となった場合又は就

業している個人の給与その他の業務上の収入を得る機会が当該個人の責めに帰す

べき理由若しくは都合によらないで減少した場合において、従前の支給が終了し

た月の翌月から起算して１年を経過している第５条に規定する支給対象者につい

ては、第７条に規定する支給額、第８条に規定する支給期間等を準用し、再支給

の申請ができるものとする。ただし、最後に住居確保給付金の申請をした日が令

和６年３月３１日以前である者であって、当該申請に係る支給が終了した後に解

雇（本人の責に帰すべき重大な理由による解雇を除く。）その他事業主の都合に

よる離職により経済的に困窮した者については、当該申請にかかる支給が終了し

た月の翌月から起算して１年を経過していなくとも、再支給の申請ができるもの

とする。 

２ 自立相談支援機関は、再支給の申請を受け付ける際には、申請者に対し、前項の

内容について、確認書により誓約させるものとする。 

 （不適正受給への対応） 

第２６条 市は、住居確保給付金の受給後に、虚偽の申請等不適正受給に該当する

ことが判明した場合は、既に支給された給付の全部又は一部を受給者又は受給者

であった者から徴収することができるものとする。 

２ 市は、犯罪性のある住居確保給付金の不適正受給事案については、警察等捜査

機関に対する告発及び捜査への協力を行い、厳正な対応を行うものとする。 

 （不正受給防止のための取り組み） 

第２７条 市は、不正受給防止のため次に掲げる取組を行うものとする。 

 (1) 申請を受け付ける際、本人確認書類の写しを必ず提出させる。 

 (2) 申請時の聞き取りにおいて、前住所地で受給した疑いが認められる場合は、

前住所地の自治体に協力を求め受給の有無を確認することにより、再支給など

の不適正受給を防止する。 

 (3) 住居を喪失した者に対しては、原則として住宅入居後に住民票の写しの提出
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を求める。 

 (4) 必要に応じ、申請者又は受給者の住宅訪問及び居住実態の確認を行うことに

より、居住環境や生活面の支援にあわせて、架空請求、又貸し等の不適正受給

を防止する。 

 (5) 刑事事件及び新聞、議会等で問題となることが予想される等の不正受給事件

については、その概要、対応方針等について速やかに県を経由して厚生労働省

に報告し、再発防止のため国及び各自治体において共有する。 

 （暴力団員と関係を有する不動産媒介業者等の排除） 

第２８条 市は、暴力団関係者の排除のため、警察等との連携を十分図るとともに、

申請者の暴力団該当性等について情報提供依頼を行うものとする。 

２ 暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団

員等」という。）との関係を有する不動産媒介業者等であることが確認された場

合は、当該不動産媒介業者等に対し、当該不動産媒介業者等が発行する予定住宅

通知書又は住宅状況通知書を受理しない旨を書面により通知し、以後、当該書類

を受理しないものとする。この場合において、暴力団員等と関係を有する不動産

媒介業者等とは次のいずれかに該当するものをいう。 

 (1) 法人の役員、営業所又は事務所の業務を統括する者その他これに準ずる者

（以下「役員等」という。）のうち暴力団員等に該当するもののいる不動産媒

介業者等 

 (2) 個人で営業所又は事務所の業務を統括する者その他これに準ずる使用人のう

ち暴力団員等に該当するもののいる不動産媒介業者等 

 (3) 暴力団員等をその業務に従事させ、又はその補助者として使用するおそれの

ある不動産媒介業者等 

 (4) 暴力団員等がその事業活動を支配する不動産媒介業者等 

 (5) 暴力団員等が経営に実質的に関与している不動産媒介業者等 

 (6) 役員等が自己若しくは第三者の不正の利益を図り又は第三者に損害を加える

目的をもって、暴力団の威力又は暴力団員等を利用する等している不動産媒介

業者等 

 (7) 役員等が暴力団又は暴力団員等に対して賃金等を供給し、又は便宜を供与す



 － １９ －  

る等積極的に暴力団の維持及び運営に協力し、若しくは関与している不動産媒

介業者等 

 (8) 役員等は経営に実質的に関与している者が暴力団又は暴力団員等と社会的に

非難されるべき関係を有している不動産媒介業者等 

 (9) 暴力団員等である個人又は役員等が暴力団員等である法人をその事実を知り

ながら不当に利用するなどしている不動産媒介業者等 

３ 住居確保給付金の振込先である不動産媒介業者等が、暴力団員等と関係を有す

る不動産媒介業者等であることが確認された場合は、当該不動産媒介業者等に係

る給付の振込を中止する。 

 （委任） 

第２９条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 



 － ２０ －  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１号様式（第１２条関係）（表面）

住居確保給付金の支給を希望する方は、この確認書と併せ申請書（第３号様式）を提出する必要があります。

誓約事項

1

＜公共職業安定所等での求職活動を行う申請者＞

　①月４回以上、自立相談支援機関の面接等の支援を受ける

　②月２回以上、公共職業安定所で職業相談等を受ける

　③原則週1回以上、求人先へ応募を行う又は求人先の面接を受ける

　①月４回以上、自立相談支援機関の面接等の支援を受ける
　②原則月１回以上、経営相談先へ面談等の支援を受ける

2

3

4

同意事項

1

①　

②　住居確保給付金受給者が常用就職後、その就労による給与収入が収入基準を超える場合、またそのことを報告しない場合

③

④　申請内容に偽りがあった場合

⑤　支給決定後、受給者と受給者と同一の世帯に属する者が暴力団員と判明した場合

⑥　支給決定後、受給者が禁固刑以上の刑に処された場合

⑦　受給者が生活保護を受給した場合

⑧

⑨ 中断期間中において、受給者が毎月１回の面談等による報告を怠った場合

2

3

4

　　　　年　　月　　日

　知多市長　様

　上記誓約事項及び同意事項について確認の上、誓約及び同意します。

申請者住所または居所

申請者氏名

支給決定後、疾病又は負傷のため住居確保給付金を中断した場合において、中断を決定した日から２年を経
過した場合

　本給付金の支給決定後、支給に必要な範囲で、申請者の賃貸住宅への入居状況のほか、クレジットカード
等を使用する方法により申請者から賃貸人へ賃料を支払っている場合は、賃料の支払い状況について、訪問
等による確認を行う場合があること又は不動産仲介業者等に報告を求めること

　支給に必要な範囲で、申請者等の資産及び収入の状況につき、官公署に対し必要な文書の閲覧若しくは資
料の提供を求め、又は銀行、信託会社その他の機関若しくは申請者等の雇用主その他の関係者に報告を求め
ること
　また、自治体の報告要求等に対し、官公署又は銀行等が報告することについて申請者が同意している旨を
官公署又は銀行等に伝えること

　支給に必要な範囲で、暴力団員該当性の確認につき、実施主体又は社会福祉協議会が官公署から情報を求
めること

支給決定後、住宅から退去した場合（借り主の責によらず転居せざるを得ない場合又は自立相談支援機
関等の指導により同自治体内での転居が適当である場合を除く）

住居確保給付金申請時確認書（家賃補助）

　受給中、下記の求職活動等要件を満たすこと又は自立相談支援機関の作成するプランに基づく就労支援を
受けること

＜規則第３条第２号に基づく申請者のうち、給与以外の業務上の収入を得る機会の増加を図る取組を行うこ
とが当該者の自立の促進に資すると都道府県等が認める者＞

　③経営相談先の助言等のもと、自立に向けた活動計画を作成し、月１回以上、当該計画に基づく取組を行
　申請者及び申請者と同一の世帯に属する者（以下「申請者等」という。）のいずれもが地方自治体等が実
施する離職者等に対する住居の確保を目的とした類似の給付等を受けていないこと

□　再支給の申請ではない（過去に住居確保給付金（家賃補助）を受けたことがない）
　又は、
□　再支給の申請であるが、従前の支給が終了した月の翌月から起算して一年を経過している
 　従前の支給期間　　　年　　　月　～　　　年　　　月
　 再支給の申請までに　□常用就職をした
　　　　　　　　　　　 □給与その他の業務上の収入を得る機会が増加した

　申請者等のいずれもが暴力団員ではないこと、また、受給期間中においても暴力団員にならないこと

　以下のいずれかに該当した場合、支給が中止されること

誠実かつ熱心に求職活動等を行わない場合又は就労支援に関する実施主体の指示に従わない場合

住居確保給付金受給者が常用就職又は受給者の給与その他業務上の収入を得る機会が増加し、かつ就労
に伴い得られた収入が収入基準を超える場合、またそのことを報告しない場合
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第１号様式（第１２条関係）（裏面）

当初申請時

①　添付書類

1 本人確認書類

2 離職関係書類

次の各号のいずれかを証する書類

3 収入関係書類

4 金融資産関係書類

申請者及び申請者と同一の世帯に属する者の金融機関の通帳等の写し

②　追加確認書類等

1

公共職業安定所から付与された求職番号

地方公共団体が設ける公的な無料職業紹介の窓口名称

2

経営相談先の名称

3 入居（予定）住宅関係書類

（１）住宅喪失者
　

（２）住宅喪失のおそれがある者

貸主等から交付を受けた入居住宅に関する状況通知書（第６号様式）

（３）クレジットカード等を使用する方法により申請者から賃貸人へ賃料を支払う者

クレジットカード等で支払っていることが確認できるもの（利用明細の写し、納付書の控え等）

不動産仲介業者等から交付を受けた入居予定住宅に関する状況通知書（家賃補助）（第４号様式）

運転免許証、個人番号カード、住民基本台帳カード、一般旅券、各種福祉手帳・健康保険証、住民票記
載事項証明書、住民票、戸籍謄本・戸籍事項全部証明書等のいずれかの写し

(1) 申請日を起点に２年（疾病、負傷、育児その他都道府県等がやむを得ないと認める事情により引き
続き30日以上求職活動を行うことができなかった場合は最長４年）以内に離職又は廃業したことが確認
できる書類の写し。なお、離職又は廃業から２年以上経過している場合は、疾病、負傷、育児その他都
道府県等がやむを得ないと認める事情に該当することの事実を証明することができる書類の写し

(2) 申請日において就業している個人の給与その他の業務上の収入を得る機会が当該個人の責めに帰す
べき理由、都合によらないで減少し、当該個人の就労の状況が離職又は廃業の場合と同等程度の状況に
あることを確認できる書類の写し

申請者及び申請者と同一の世帯に属する者のうち収入がある者について収入が確認できる書類の写し

求職番号または方公共団体が設ける公的な無料職業紹介の窓口名称の記載（公共職業安定所等での求職
活動を行う申請者）

経営相談先の記載（規則則第３条第２号に基づく申請者のうち給与以外の業務上の収入を得る機会の増
加を図る取組を行うことが当該者の自立の促進に資すると都道府県等が認める者）
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第２号様式（第１２条関係）（表面）

住居確保給付金の支給を希望する方は、この確認書と併せ申請書（第４号様式）を提出する必要があります。

誓約事項

1

2

3

同意事項

1

2

3

　　　　年　　月　　日

　知多市長　様

　上記誓約事項及び同意事項について確認の上、誓約及び同意します。

申請者住所または居所

申請者氏名

住居確保給付金申請時確認書（転居費用補助）

　申請者及び申請者と同一の世帯に属する者（以下「申請者等」という。）のいずれもが地方自治体等が実
施する離職者等に対する住居の確保を目的とした類似の給付等を受けていないこと

　申請者等のいずれもが暴力団員ではないこと

□　再支給の申請ではない（過去に住居確保給付金（転居費用補助）の支給を受けたことがない）
　又は、
□　再支給の申請であるが、従前の支給が終了した月の翌月から起算して一年を経過している
 　従前の支給期間　　　年　　　月　～　　　年　　　月

　本給付金の支給決定後、支給に必要な範囲で、申請者の賃貸住宅への入居状況のほか、クレジットカード
等を使用する方法により申請者から賃貸人へ転居先の住宅に係る初期費用を支払う場合は、初期費用の支払
い状況について、訪問等による確認を行う場合があること又は不動産仲介業者等に報告を求めること

　支給に必要な範囲で、申請者等の資産及び収入の状況につき、官公署に対し必要な文書の閲覧若しくは資
料の提供を求め、又は銀行、信託会社その他の機関若しくは申請者等の雇用主その他の関係者に報告を求め
ること
　また、自治体の報告要求等に対し、官公署又は銀行等が報告することについて申請者が同意している旨を
官公署又は銀行等に伝えること

　支給に必要な範囲で、暴力団員該当性の確認につき、実施主体又は社会福祉協議会が官公署から情報を求
めること
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第２号様式（第１２条関係）（裏面）

当初申請時

①　添付書類

1 本人確認書類

2 収入減少関係書類

3 離職等関係書類

4 収入関係書類

5 金融資産関係書類

申請者及び申請者と同一の世帯に属する者の金融機関の通帳等の写し

6 家計改善支援機関（又は自立相談支援機関）から交付された要転居証明書（第７号様式）

②　追加確認書類

1

2

運転免許証、個人番号カード、住民基本台帳カード、一般旅券、各種福祉手帳・健康保険証、住民票、
住民票記載事項証明書、戸籍謄本・戸籍事項全部証明書等のいずれかの写し

不動産仲介業者等から交付を受けた入居予定住宅に関する状況通知書（転居費用補助）（第５号様式）

転居に要する費用の額及び内訳が確認できる書類・各種見積書（家財の運搬費用、原状回復費用等）

・支給申請者及び支給申請者と同一の世帯に属する者のうち、収入がある者についての申請日の属する
月の収入が確認できる書類の写し

世帯収入額が著しく減少する直前に、支給申請者と同一の世帯に属する者が死亡、又は申請者若しくは
支給申請者と同一の世帯に属する者が離職、休業等をしたことが確認できる書類の写し

世帯収入額が、申請日の属する月を起点に２年以内に著しく減少したことが確認できる書類の写し
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⑥次の１又は２のいずれかに該当していること（いずれか該当する数字を〇で囲んだうえ、該当する方に記載）

第３号様式(第１２条関係)(表面)

生活困窮者住居確保給付金支給申請書

　　フリガナ

　①氏　　名

　②生年月日        　　　年　　　月　　　日　　　満（　　　）歳

　③電話番号

現在の住所

⑤離職等前に世帯の生計を主として維持していたこと又は申請月において維持していること

離職等前の雇用状況
等、世帯の生計の維持
にかかる状況

1 住居を喪失していること

住居を喪失した時期

喪失した住居の住所

現在の状況

2 住居を喪失するおそれがあること

住居の家主等

喪失するおそれのあ
る住居の家賃額

現在の収入状況等、住
居喪失のおそれがある
理由、状況等

円

⑦申請者及び申請者と同一の世帯に属する者の収入及び預貯金が次のとおりであること

フリガナ

合計

氏名

続柄 本　人

　上記の申立事項に相違なく、生活困窮者自立支援法施行規則（以下「規則」という。）第13条の規定に
より、必要書類を添えて生活困窮者住居確保給付金（以下「住居確保給付金」という。）の支給を申請し
ます。

　私の個人情報が、住居確保給付金の支給並びに臨時特例つなぎ資金及び総合支援資金の融資を行うため
に必要となる範囲で、規則第４条第１項第２号に規定する都道府県等、公共職業安定所、職業安定法（昭
和22年法律第141号）第４条第９項に規定する特定地方公共団体、同条第10項に規定する職業紹介事業者で
あって地方公共団体の委託を受けて無料の職業紹介を行う者、社会福祉協議会及び自立相談支援機関の間
で相互利用されることについて了承します。

　また、裏面の注意事項について、同意します。

  　　年　　月　　　日

申
立
事
項

円

生年月日

収入（月額） 円 円 円

④次の１又は２の場合であること（いずれか該当する数字を〇で囲んだうえ、該当する方に記載）

1 第５条第１項第１号に規定する場合

離職等の時期

離職等した事業所

2 第５条第１項第２号に規定する場合

給与その他の業務上の
収入を得る機会の減少
の状況

知多市長 様
申請者氏名

預貯金等 円 円 円 円 円

※申請日の属する月の収入（月額）が確実に推計できる場合はその額を、変動あるときは収入の確定している直近３か月間の平均収

入を記載する。雇用保険の失業等給付、各種年金等も合算する。
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（注　意　事　項）
1

3

4

5

6

7

  支給決定に必要な範囲で、法第22条に基づき、申請者の居住する賃貸住宅の家主等に対し入居状況
について報告を求めることがあります。

　規則第14条に基づく就労支援に関する都道府県等の長の指示に従わない場合は、支給を中止しま
す。  規則第17条に基づき、都道府県等が特に必要と認める場合を除き、本給付金は賃貸住宅の家主等に
直接振込等をされることにより申請者に対する支給となります。

第３号様式(第１２条関係)(裏面)

  申請内容は正しく記載してください。偽りその他不正の行為によって住居確保給付金を受けたり、
又は受けようとしたときは、以後住居確保給付金を受けることができなくなるばかりでなく、不正受
給した金額の全部又は一部を徴収されることとなります。
  受給中は、公共職業安定所、職業安定法（昭和22年法律第141号）第４条第９項に規定する特定地方
公共団体又は同条第10項に規定する職業紹介事業者であって地方公共団体の委託を受けて無料の職業
紹介を行う者に求職の申し込みを行うとともに、誠実かつ熱心に求職活動を行う必要があります。
　ただし、規則第３条第２号に規定する、給与その他の業務上の収入を得る機会が個人の責めに帰す
べき理由又は個人の都合によらないで減少し、就労の状況が離職又は廃業の場合と同等程度の状況に
ある者であって、都道府県等が認める場合には、申請日の属する月から３月間に限り、業務上の収入
を得る機会の増加を図る取組を行うことをもって、求職活動に代えることができます。
　支給に関して必要な範囲で、法第21条に基づき、報告等を求めることがあります。
  支給決定に必要な範囲で、法第22条に基づき、都道府県等から資産又は収入の状況につき、官公署
に対し必要な文書の閲覧若しくは資料の提供を求め、又は銀行、信託会社その他の機関若しくは離職
した事業主その他関係者に対し報告を求めることがあります。

2



 － ２６ －  

9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 － ２７ －  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 － ２８ －  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 － ２９ －  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 － ３０ －  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 － ３１ －  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 － ３２ －  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 － ３３ －  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 － ３４ －  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 － ３５ －  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 － ３６ －  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 － ３７ －  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 － ３８ －  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 － ３９ －  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 － ４０ －  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 － ４１ －  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 － ４２ －  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 － ４３ －  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 － ４４ －  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 － ４５ －  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 － ４６ －  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 － ４７ －  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 － ４８ －  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 － ４９ －  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 － ５０ －  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 － ５１ －  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 － ５２ －  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 － ５３ －  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 － ５４ －  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 － ５５ －  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 － ５６ －  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 － ５７ －  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 － ５８ －  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 － ５９ －  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 － ６０ －  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 － ６１ －  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 － ６２ －  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④期間（再）延長が必要な理由

生年月日

預貯金等

円円円

合計

収入（月額）

※申請日の属する月の収入（月額）が確実に推計できる場合はその額を、変動あるときは収入の確定している直近3か月間の平均収

入を記載する。雇用保険の失業等給付、各種年金等も合算する。

円円

円

円円 円

円

⑤申請者及び申請者と同一の世帯に属する者の収入及び預貯金が次のとおりであること

本人

フリガナ

氏名

続柄

第２８号様式（第２４条関係）

　　フリガナ

住居確保給付金支給申請書（期間（再）延長）

申
　
立
　
事
　
項

　①氏　　名

　②生年月日 　　　　　　　　年　　　月　　　日　　　満（　　　）歳

　③電話番号

　私は、　　　　年　　月　　日第　　　　号により、住居確保給付金の支給決定を受けましたが、今後
も誠実かつ熱心に求職活動を行うため、支給期間の（再）延長を希望しますので、上記の申立事項に相違
なく、必要書類を添えて申請します。

　私の個人情報が、住居確保給付金の支給並びに臨時特例つなぎ資金及び総合支援資金の貸付を行うため
に必要となる範囲で、都道府県等、公共職業安定所、職業安定法（昭和22年法律第141号）第４条第９項に
規定する特定地方公共団体、同条第10項に規定する職業紹介事業者であって地方公共団体の委託を受けて
無料の職業紹介を行う者、社会福祉協議会及び自立相談支援機関の間で相互利用されることについて了承
します。

　また、裏面の注意事項について、同意します。

　　　　年　　月　　日

知多市長 様
申請者氏名
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（注　意　事　項）

3

6

（添　付　書　類）
1

2

3

4

5

7

1

2

　規則第14条に基づく就労支援に関する都道府県等の長の指示に従わない場合は、支給を中止しま
す。

  受給中は、公共職業安定所、職業安定法（昭和22年法律第141号）第４条第９項に規定する特定地方
公共団体又は同条第10項に規定する職業紹介事業者であって地方公共団体の委託を受けて無料の職業
紹介を行う者に求職の申し込みを行うとともに、誠実かつ熱心に求職活動を行う必要があります。
　ただし、規則第３条第２号に規定する、給与その他の業務上の収入を得る機会が個人の責めに帰す
べき理由又は個人の都合によらないで減少し、就労の状況が離職又は廃業の場合と同等程度の状況に
ある者であって、都道府県等が認める場合には、申請日の属する月から３月間に限り、業務上の収入
を得る機会の増加を図る取組を行うことをもって、求職活動に代えることができます。
　なお、再延長期間中は、すべての受給者において、公共職業安定所等での求職活動を行う必要があ
ります。

第２８号様式（第２４条関係）

　誠実かつ熱心に求職活動を行っていたことを証する書類
　①公共職業安定所等での求職活動を行っている者
　（例）職業相談確認票（第１６号様式）
　　　　住居確保給付金常用就職活動状況報告書（第１７号様式）
　②規則第３条第２号に基づく申請者のうち、給与以外の業務上の収入を得る機会の増加を図る取組
　　を行うことが当該者の自立の促進に資すると都道府県が認める者
　（例）自立に向けた活動計画（参考様式１０）
　　　　自立に向けた活動状況報告書（第１８号様式）

　申請者及び申請者と同一の世帯に属する者のうち収入がある者について収入金額が確認できる書類

　申請者及び申請者と同一の世帯に属する者の金融機関の通帳等の写し

　規則第17条に基づき、本給付金は賃貸住宅の家主等に直接振込等をされることにより申請者に対す
る支給となります。

　支給に関して必要な範囲で、法第21条に基づき、報告等を求めることがあります。

　支給決定に必要な範囲で、法第22条に基づき、都道府県等から資産又は収入の状況につき、官公署
に対し必要な文書の閲覧若しくは資料の提供を求め、又は銀行、信託会社その他の機関若しくは離職
した事業主その他関係者に対し報告を求めることがあります。

　支給決定に必要な範囲で、法第22条に基づき、申請者の居住する賃貸住宅の家主等に対し入居状況
について報告を求めることがあります。

　申請内容は正しく記載してください。偽りその他不正の行為によって住居確保給付金を受けたり、
又は受けようとしたときは、以後住居確保給付金を受けることができなくなるばかりでなく、不正受
給した金額の全部又は一部を徴収されることとなります。
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